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速報 令和4年度 税制改正解説

法人課税 適用期限の延長・見直し

1 ．改正の概要

（1）概要

適用期限の延長、一部内容の見直しが行われる主な制度は、下記の通りである。

なお、個別解説ページを作成している制度については、下記表への記載を省略している。

制度 改正内容

交際費等の損金不算入制度、及び、接待飲食費に係る損金算入の特例
適用期限を２年延長
（令和6年3月31日まで）

国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度
適用期限を２年延長
（令和6年3月31日まで）

国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度
適用期限を２年延長
（令和6年3月31日まで）（注）

海外投資等損失準備金制度
適用期限を２年延長
（令和6年3月31日まで）

（注）ただし、国際戦略総合特別区域における対象事業から、付加価値の高い農林水産物若しくは加工食品の効率的な生産若しく
は輸出の促進を図るため、必要な技術の研究開発又は当該技術の活用に関する事業を除外する。
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